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第 15 号 




序   論 
 
















(2) EPC 契約（Engineering, Procurement, and Construction：建設工事請負契約、 
以下 EPC 契約 1)）：供給する物品の設計から据付、引渡試験、試運転までを行う。ま 
た EPC 契約はフルターン・キー型とも称される。 
(3) BOT 契約（Build, Operate and Transfer：以下、BOT 契約 2)）：契約の相手国に 





















益認識の動向にある。2002 年より IASB と FASB の収益認識に係る共同プロジェクトが開
始され、順次その見直し結果が公表されていた。共同プロジェクトが始まった当時の背景に、
収益計上をめぐる不正問題、会計不祥事の問題があり、これに対して、会計上の収益の認識
ルールを、より一層厳格化しようという機運が高まっていたとされる(辻山, 2007, 612 頁)。
この収益認識の問題が共同プロジェクトのテーマとして取り上げられた理由について、徳






これらの問題を解決するために IASB と FASB の共同プロジェクトは、様々な取引に対
して一貫して適用することが可能な、単一の収益認識原則を用いた会計基準を開発するこ
とを目的としていると指摘されている（豊田, 2010, 19 頁）。本論文では EPC 契約案件を対
象にして、収益認識の IASB と FASB の共同プロジェクト、わが国における収益に関する
会計基準、さらに欧州での収益認識に関する活動に注目しながら、工事進行基準を検討し、
最終的に、筆者が単一の収益認識方法として工事進行基準を提言するまでを論述する。 
収益認識に係る共同プロジェクトそのものは、2014 年 5 月に IFRS15 号「顧客との契約
から生じる収益」(International Financial Reporting Standards: IFRS 15 Revenue from 
3 
 
Contracts with Customers、以下 IFRS 第 15 号)と FASB の会計基準更新書第 2014-
09(Accounting Standards Update 2014-09)「顧客との契約から生じる収益」(Revenue from 
Contracts with Customers Topic 606、以下トピック 606)を、一連の活動の成果として公表
している。本論文で国際会計基準の商品取引に係る会計基準として検討の対象とした IAS
第 18 号及び工事契約に係る会計基準である IAS 第 11 号は、この IFRS 第 15 号に 2017 年








































































































設, 2014, 54 頁） 
 
(出所：4 社の有価証券報告の「重要な会計方針」から抜粋)  
  
第 2 節 本論文の構成 
   











クを理解することを通して、収益の認識のあり方を明らかにするが、特に IASB と FASB の
概念フレームワーク改訂に係る共同プロジェクトの成果である、FASB 概念フレームワーク
第 8 号と 2010 年 IASB 概念フレームワークに注目する。また、概念フレームワークとは何
かを理解するために、その目的、質的特性、財務報告の構成要素まで検討の範囲を広げる。 
第 3 章から物品の販売についての収益認識の検討に入る。米国の「実現主義」の変遷をた
どることから始め、IAS 第 18 号の収益認識条件は米国の概念フレームワーク第 5 号と
同じ内容を含意していることを明らかにする。さらに IAS 第 18 号の収益認識方法であ
るリスク・経済価値のアプローチは、伝統的な実現主義と同様に、何らかの特定の移転の
プロセスが完了した時点、つまり物品の引渡時点で収益を認識していることを述べる。 
第 4 章では、IAS 第 18 号のリスク・経済価値アプローチの内容を検討するために、英国
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第 4 章 収益認識基準としての「リスク・経 
済価値アプローチ」と「支配アプロー
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    と「支配アプローチ」 
 
第 5 章 わが国及び海外における工事進行 
基準 
 
第 6 章 単一の収益認識としての工事進行基 
の可能性 
結  論 
 
補  論：補論 1 リスクについて 






1)  従来「設計から機器の調達、現地での建設、試運転に至るまでの一連の契約は、キーを 
回せば稼働できる状態にして引渡す」（木棚, 2009, 212 頁）ことからターン・キー型と呼 
ばれていた。現在は、設計（engineering）、調達（procurement）、建設(construction） 
を含む、建設プロジェクトの建設工事請負契約を「EPC 契約」と表現するケースが多い。 













ものをいう」(企業会計基準委員会, 2007, 2 頁)とされる。 
9) 工事進行基準とは、工事契約に関して、工事収益総額、工事原価総額、および決算期に 
おける工事進捗度を合理的に見積り、これに応じて当期の工事収益および工事原価を認識 
する方法(企業会計基準委員会,2007, 2 頁)とされる。 
10) 本論文では IASB の前身である国際会計基準委員会(International Accounting  
Standards Committee, IASC)が 1973 年から 2001 年にかけて作成した国際会計基準 
(international Accounting Standards, IAS)（安藤,2007, 478 頁）と、IASB が作成した
国際財務報告基準(International Financial Reporting Standards, IFRS)をあわせて国際
会計基準と表現する。 
11) 工事完成基準とは、「工事契約に関して、工事が成し、目的物の引渡しを行った時点 
 で工事収益および工事原価を認識する方法をいう」(企業会計基準委員会, 2007,2 頁)。
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第 1 章 EPC 契約案件に係る基本問題 
                 
 
序章においてプラント輸出は大きく資材サプライ＋スーパーバイズ契約、EPC 契約、BOT




























 はじめに、主として物品の販売の観点から、物品の引渡条件とリスク負担の 2 つの構成
要素について検討する。そのために、国際契約における雛型となっている国際物品売買契約
に関する国際連合条約（United Nations Convention on Contracts for the International 
Sales of Goods 以下、ウィーン売買条約 1））と貿易取引条件の解釈に関する国際規則





Des Ingenieurs- Conseils 以下、FIDIC)による国際建設標準契約約款(以下、FIDIC 契約約















ウィーン売買条約は、1988 年に発行した国連条約であり、わが国は 2008 年 8 月に国連










































































図表 1-1 売主から買主へのリスク移転 




















インコタームズは 1936 年に国際商業会議所（International Chamber of Commerce）に
よって取り決められた典型的な貿易定型取引条件である。その後改正が加えられ、2011 年
1 月 1 からは 2010 年版が有効になっている。 
現在有効の 2010 年版からは、国際的な物品売買だけでなく、自国内の物品売買契約に対応








1 2010 年版インコタームズ 
 







図表 1-2 インコタームズにおける 定型取引条件 
(1) 単数または複数の輸送手段に適した定型取引条件 
略 称 正   式    名 意      味 
EXW Ex Works 工場渡し：売主の工場等敷地で買主に物品を
移転、それ以降の運賃等の費用とリスクは買
主が負担 








CIP Carriage and Insurance Paid To 輸送費保険料込み：CPT の条件に加え、保険
料を負担 















略称 正   式   名 意      味 




FOB Free On Board 本船渡し：売主は船積港で本船に物品を積み
込むまでのリスク費用を負担する。それ以降
の運賃等の費用とリスクは買主が負担 
CFR Cost and Freight 運賃込み：売主は船積港で本船に積み込む費
用、仕向地までの海上運賃を負担する、船積
以降のリスクは買主が負担 
CIF Cost, Insurance and Freight  運賃保険料込み：CFR の条件に加え、売主は
保険料まで負担 
（出所：篠崎・林(2013, 63 頁)を参考に筆者作成） 
 












 E グループ：出荷条件（例 EXW) 
 F グループ：主要輸送費抜き条件（例 FOB）  
 C グループ：主要輸送費込み条件（例 CIF) 

















































(1) 前払(Payment in Advance) 














(3) 繰延払(Progress Payment, Installment Payment) 
プラント輸出などで用いられる方法であり、例えば契約時に契約金額の 20% 前払い、物 


























行を介在させる、「支払い渡し」( Documents against Payment, D/P)、つまり銀行経由で送
付されてきた売主の発行した荷為替手形を、売主が点検し、手形代金を支払ったうえで船積
書類を受け取る形態と、「引受渡し」(Documents against Acceptance, D/A)という、仕向地
の銀行において、買主が手形の支払い（支払いまでの期限がつく場合が多い）を引き受けた
時点で、船積書類を受け取ることができる 2 つの形態が利用されている（宮下, 2003, 347 -
348 頁）。支払い時期との関連からは、D/P と D/A は、 書類（船積書類）の買主指定銀行
への提示と代金の支払いが同時に行われる形態の範疇に入る。 
 

























































（新堀・椿, 2006, 6 頁及び絹巻 2009, 189 頁）という考え方が示されている。後者の場合


















なす所有権と置き換えて確認することができる」（田沢, 2000, 13 頁）とされる。「売主、買
主、購入者、またはその他の第三者の権利、義務及び救済方法に関して、本編の各規定は、
その規定が物品の権原について定める場合は別として、その権原とは無関係に適用される」






有権の所在や移転時期は、問題とならないのである」（田沢, 2000, 13 頁）とされている。 
 リスク負担に関しては、損失の危険（risk of loss）が売主から買主へ移転する時期は、当









や、一般財団法人エンジニアリング協会(Engineering Advancement Association of Japan： 
ENNA)の作成による、海外におけるプラント建設工事用のモデル・フォームなどがある。 












る「無利子貸付として前払いを行うものとする。」(FIDIC, 1999, 訳書 40 頁)として前渡金
の意味が示されている。一般的には実際の進捗を基準として分割払いが定義されない場合
は、前渡金を含め分割払金を明記した支払予定表(Payment schedule)が取り決められる

















って申請することができ」(FIDIC, 1999, 訳書 31 頁)とされる。この引渡証明書の申請













(4) FIDIC 契約約款でのリスク負担 











は、発注者負担とされている(古屋, 2011, 10 頁)。 
 
図表 1-3 外的な要因に起因するリスク 

























































第 6 節 小括 
 
第 1 節では、本論文で検討対象とするのは、序論で示したプラント輸出契約の 3 つの型
の中では、EPC 契約に分類されるが、その中でも、最も単純な物品の供給契約と工事契約














 第 3 節では、インコタームズにおいてもウィーン売買条約と同様に「所有権」の移転につ












































(UNCITRAL）により起草された。本論文では、新堀(2009)の 181 頁から 241 頁に付録と
て掲載されている、「外務省がホームページ上で公表しているもの」のウィーン売買条約（英
和対照）を参照した。 
2) 国際商工会議所(ICC, International Chamber of Commerce)が定めた典型的な貿易条 
である。 
3) 危険移転時期についてはウィーン売買条約第 67 条及び 68 条に規定され、物品の引渡 
義務については第 31 条(a)に規定される。 
4) ウィーン売買条約第 4条に「特に次の事項については規定しない。「(b) 売却された物 
品の所有権について契約が持ちうる効果」(新堀,2009,185 頁)とある。 
5) ウィーン売買条約第 3条に「この条約は、物品を供給する当事者の義務の主要な部分 
が労働その他の役務の提供から成る契約については、適用しない」(新堀,2009,185 頁) 
とされる。本論文では役務提供＝工事として論じる。 
6) ウィーン売買条約第 31条「(a)売買契約が物品の運送を伴う場合には、買主に送付す 
るために物品を最初の運送人に交付すること」（新堀,2009,197 頁）とされる。 
7) ウィーン売買条約では、その第 3 部第 4 章は、第 66 条から第 70 条において、危険の 
移転（passing of risk）について規定している（新堀,2009,219-221 頁）。 




担保利益と所有権から担保利益を差し引いた残りの受益利益を 2 人の人によって分有さ 
れるという考え方が示されている(新堀・椿, 2006, 8 頁)。 
11) イギリスの物品売買法では危険の負担者の決定を「所有権で一括して処理するアプロ 





















(1) FASB の概念フレームワーク『財務会計諸概念に関するステートメント』第 5 号 
(1984年)、第 6号(1985年)及び第 8号( 2010年)(Statement of Financial Accounting 
Concepts 以下、FASB 概念フレームワーク） 
(2) IASB の概念フレームワーク『財務諸表の作成及び表示に関するフレームワーク』
(2001年)(Framework for the Preparation and Presentation of Financial Statement 
以下、IASB 概念フレームワーク)及び IASB の『財務報告に関する概念フレーム』









































分する基準が費用収益対応の原則である」 (安藤, 2007, 1158 頁) と規定されている。 
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図表 2-1 資産負債アプローチと収益費用アプローチ 



























財やサービスが消費されたときに発生したと考えられます」（田中, 2001, 156 頁）とされ、
発生主義によって費用が認識されることが簡潔に述べられているにすぎない。そこには序







2 FASB1976 討議資料の資産負債アプローチと収益費用アプローチ 
 
FASB が 1976 年に公表した、FASB1976 討議資料『財務会計及び財務報告のための概念
フレームワークに関する諸問題の分析：財務諸表の構成要素およびその測定』 (FASB 
Discussion Memorandum, An Analysis of Issues related to Conceptual Framework for 
Financial Accounting and Reporting : Elements of Financial Statements and Their 
Measurement, December 2, 1976、以下、FASB1976 討議資料)では、資産負債アプローチ
という用語が、収益費用アプローチという用語とともに、FASB の公式文献に初めて登場し
た（藤井, 2011,18 頁）とされる。FASB1976 討議資料での両アプローチの考え方は以下の
通りである。 
 

































         






22 頁）。一連の FASB 概念フレームワークは 1978 年から 2000 年にかけて以下のものが公
表されている。 
 
(1) 概念フレームワーク 第 1 号(Statement of Financial Accounting Concepts No.1) 
「営利企業の財務報告の基本目的」(Objectives of Financial Reporting by Business 
   Enterprises)(1978 年) 
(2) 同 第 2 号(Statement of Financial Accounting Concepts No.2)「会計情報の質的 
特徴」(Qualitative Characteristics of Accounting Information)（1980 年） 
(3) 同 第 4 号(Statement of Financial Accounting Concepts No.4)「非営利組織体の財
務報告の基本目的」(Objective of Financial Reporting by Non-business Organization) 
（1980 年）                                                                     
(4) 同 第 5 号(Statement of Financial Accounting Concepts No.5)「営利企業の財務
諸表における認識と測定」(Recognition and Measurement in Financial Statement 
Business  Enterprises )（1984 年） 
(5)  同 第 6 2)号(Statement of Financial Accounting Concepts No.6)「財務諸表の構成
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要素」(Elements of Financial Statements of Business Enterprises)（1985 年） 
(6) 同 第 7 号(Statement of Financial Accounting Concepts No.7)「会計測定におけ
るキャッシュ・フロー情報 および現在価値の活用」(Using Cash Flow Information and 
Present Value in Accounting )（2000 年） 
 
その後、IASB との共同プロジェクト 3)での概念フレームワークの改訂作業により、FASB 
は概念フレームワーク第 1 号および第 2 号を、「財務報告のための概念フレームワーク第 1
章一般目的財務報告の目的・第 3 章有用な財務情報の質的特徴」( FASB, Statement of  
Financial Accounting Concept No.8, Conceptual Framework for Financial Reporting, 
Chapter I, The Objective of General Purpose Financial Reporting, and  
Chapter 3,Qualitative Characteristics of Useful Financial Information 以下、概念フレ
ームワーク第 8 号)(2010 年)に置き換えている。 
FASB 概念フレームワークで、財務諸表の収益認識の問題を具体的に取り上げているの 
は第 5 号ではあるが、この章では FASB 概念フレームワークが、「営利企業の財務報告の 
基本目的」、「会計情報の質的特徴 4)」、「営利企業の財務諸表における認識と測定」そして 



















される。この質的な特性における概念図は図表 2-2 の通りである。 
  


























































2 第 5 号「営利企業の財務諸表における認識と測定」について 
 




























3 第 6 号「財務諸表の構成要素」について 
 
  概念フレームワーク第 6 号では、有用な会計情報を選択するために設けられたフィルタ 
―を通過した会計情報が、財務諸表の構成要素となる。このフィルターを通過した構成要 
素は、資産、負債、持分または純資産、出資者による投資、出資者への分配、包括利益、収 
益、費用、利得、損失に区分されるが、重要なポイントは、資産と負債以外の 8 つの構成 
要素が、すべて資産と負債という構成要素から定義されるという、つまり資産負債アプロー 
チに依拠した定義のされ方にある(広瀬, 1995, 48 頁)。 
資産を「発生の可能性の高い経済的便益」（FASB, 1985, 訳書 297 頁）と定義することか 
ら始まり、負債を、「資産(発生の可能性の高い経済的便益)の犠牲」（FASB, 1985, 訳書 297 
頁）として定義した上で「負債を控除した後に残るある実体の資産に対する残余請求権」で 
持分（あるいは純資産）を規定（FASB, 1985, 訳書 308 頁）し、この流れの最終段階で、
一期間における営利企業の持分の変動(FASB,1985, 訳書 320 頁)として、包括利益を規定す 
るというオーダーで利益概念が表現されている。「収益－費用＝利益」という利益概念の等
式の兆候はここでは見当たらない。 







他の増加もしくは負債の弁済（または両者の組み合わせ）」(FASB, 1985, 訳書 324 頁)、費
用は「実体の資産の流出その他の費消もしくは負債の発生（または両者の組み合わせ）」
(FASB, 1985, 訳書 326 頁)として定義されており、ストック概念で示されている。しかし、
概念フレームワーク第 6 号での収益と費用は、「進行中」の中心的な営業活動との関係でと
らえられている。それは、企業の中心的な営業活動の重要な発生事態として、「財貨の引渡」、
















に富む情報もたらされてきた」(FASB, 1984, 訳書 251 頁)  と
して、「検証可能性」より「表現の忠実性」を重視して、工事進行基準適用の妥当性を論じ
ていると考える。 
この概念フレームワーク第 5 号の中では、概念フレームワーク第 2 号での規定と同じく、
「信頼性は、（目的適合性と対をなす）もう一方の基本的な質的特性である。ある項目につ
いての情報が信頼しうるものでるためには、当該情報が表現の忠実性、検証可能性および中














第 3 節 IASB の概念フレームワークについて 
 
1  IASB の概念フレームワークの成立と特徴 
 
IASB 概念フレームワークは IASB の前身である国際会計基準委員会（IASC）が 1989 年 
に公表した「財務諸表の作成および表示に関するフレームワーク」を IASB が 2001 年 4 月
に採用したものである。この IASB 概念フレームワークの原文「Framework for the 
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Preparation and Presentation of Financial Statement」は簡潔なものであり、IASB の原
則主義(principle- based approach)の考え方が反映されていると考える。 









(4) 財務諸表を構成する要素の定義 、認識および測定 
(5) 資本及び資本維持の概念 
 
2010 年 9 月に IASB と FASB の概念フレームワーク改訂の共同プロジェクト、フェイズ 





と 2010 年 IASB 概念フレームワークで示されている、収益認識に焦点をおき検討する。 
 
2 2010 年 IASB 概念フレームワーク 
 
改訂された箇所の「一般目的の財務報告の目的」と「有用な財務情報の質的特性」につい 
ての内容を、改訂前の IASB 概念フレームワークとの相違を明らかにしながら検討する。 








と FASB の概念フレームワークの共同プロジェクト、フェイズ A の完了により 2010 年





して、2010 年 IASB 概念フレームワークは、現在の及び潜在的な投資者、融資者及び他の









用 6)となる可能性の高い、情報の種類を判別、識別するものである。2010 年 IASB 概念フ
レームワークでは、「情報は、有用であるためには、目的適合性があり、かつ忠実に表現さ



























または負債の減少の形をとる経済的便益の増加」( IASB, 2013b, 








たす項目を、貸借対照表又は損益計算書に組み入れる過程を言うとされる( IASB, 2013b, p. 
A40 ; IASB, 2013b,訳書 A38 頁)。「測定」は、財務諸表の構成要素が認識され、貸借対照表
及び損益計算書に計上される金額を決定するプロセスを言う( IASB, 2013b, p. A43 ; IASB, 




加」( IASB, 2013b, p. A42 ; IASB, 2013b,訳書 A40 頁)である。IASB 概念フレームワーク















































果の予測と企業価値の評価に役立つためとしている。ただし、2010 年 IASB 概念フレーム




有用性」であるとしている（企業会計基準委員会, 2006, 9 頁）。その「意思決定有用性」と
は、意思決定目的に関連する情報であることを意味する「意思決定との関連性 7)」と、一定
水準で信頼できる情報であることの信頼性 8)の 2 つの下位の特性により支えられている(企






























をいう（企業会計基準委員会, 2006, 20 頁）と定義している。ここでの支配とは、「所有権
の有無にかかわらず、報告主体が経済的資源を利用し、そこから生み出される便益を享受で
きる状態」（企業会計基準委員会, 2006, 20 頁）であり、また経済的資源とは、キャッシュ
の獲得に貢献する便益の源泉とされる（企業会計基準委員会, 2006, 20 頁）。 
負債とは過去の取引または事象の結果として、報告主体が支配している経済的資源を放
棄または引き渡す義務、またはその同等物をいい、同等物には、法律上の義務に準ずるもの





（企業会計基準委員会, 2006, 22 頁）。 
費用とは純利益または少数株主損益を減少させる項目であり、特定期間の期末までに生
じた、資産の減少や負債の増加に見合う額のうち、投資のリスクから解放された部分である。


























かにされている（企業会計基準委員会, 2006, 28 頁）。それは「討議資料」の目的が、現在の
会計基準を規定する基礎概念の整理と将来の基準設定に対する指針を提示することにある
ため、認識と測定範囲に関しても、この目的に従うべきとの観点から設定されているからで
ある（企業会計基準委員会, 2006, 28 頁）とされる。 
認識と測定については、「認識とは構成要素の定義を満たす諸項目を財務諸表の本体に計
上すること」と「測定とは財務諸表に計上される諸項目に貨幣額を割り当てること」と定義

















（企業会計基準委員会, 2006, 31 頁）。また収益と費用の測定に関しては、企業が投資した
資金が、いつ投資のリスクから解放されるのか、投資の成果を表す収益はどのように計上さ
れるのか、その成果を得るための犠牲である費用は、いつ、どのように計上されるのか、と























































 図表 2-4 概念フレームワークにおける収益のまとめ 





























































第 3 節の IASB の概念フレームワークにおいても資産負債アプローチにより利益計算が
される。しかし収益は、経済的便益の増加であるとされ、収益そのものは具体的な形として
表現が困難である。その為「形」として資産の流入、あるいは増価または負債の減少の形を
とることが重視されている。また 2010 年 IASB 概念フレームワークにおける基礎的な質的
特性の変化、つまり信頼性から忠実な表現への改訂に注目した。 



















を原則としている」（安藤, 2007, 1117 頁）と説明している。 
2) 当初の第 3 号「営利企業の財務諸表の構成要素」が第 6 号に置き換えられた。 
3) 2004 年 10 月の IASB と FASB の共同会議で概念フレームワークの再検討のプロジェ
クトを両者の協議議題とすることに決定、A から H までの 8 フェイズにわけて進められ
ている。 
4) 先ず本論文では会計情報の「質的特徴」(Qualitative Characteristics )でなく「質的特
性」と表現する。 
次に FASB の概念フレームワーク第 2 号 における表現の忠実性（representational 
faithfulness）とは「ある測定値または記述と、それらが表現しようとする現象とが対
応または一致すること」（FASB, 1980, 訳書 92 頁)とされる。この「表現の忠実性」に





（FASB,1980, 訳書 100 頁）とされている。また信頼性については「会計の基本理念は 
情報が目的に適合するものであり、かつ信頼しうるものでなければならない点にある。
従って、信頼しうるといえる会計数値に求められる性質を明らかにすることが重要であ
る」（FASB,1980, 訳書 91 頁）とされる。 
5) IFRS 財団の定款第 2 条(a)で「公益に資するように、明確に示された原則に基づいて 
 質の高い、理解可能で強制力のあるグローバルに受け入れられる一組の財務報告を開発
する」ことを目的としており、この点から財務諸表から財務報告へ変化してきている
（秋葉, 2013, 33 頁）。 
6) 会計情報には、投資家が企業の不確実な成果を予測するのに有用であることが期待され 
るということ。 
7) 信頼に足る会計情報を指している。「意思決定との関連性」との間では、同時に性質が  





第 3 章 収益認識における実現概念－IAS 第 18 号を中心に－ 
 
 前章では、物品の売買と工事契約における収益認識の基礎概念を理解するために、わ
が国の概念フレームワーク及び、FASB と IASB の概念フレームワークにおける財務報
告の質的特性と、収益認識に焦点を置いて検討した。本章では、物品の販売に関する収










が既に示されている 1)。それは IAS 第 18 号とわが国の収益認識基準の間には、「実現主義
の原則」あるいは「実現」2)という共通項が存在するためである。最後に米国における実現
主義の変遷の検討の結果と、IAS 第 18 号の収益認識の考え方を比較する。比較を重ねるこ




第 1 節 米国における実現概念 
 
本節では米国における、伝統的な実現主義、その拡張、更にアメリカ公認会計士協会の「企
業会計原則」(The American Institute of Certified Public Accountants Basic Concept and 
Accounting Principles Underlying Financial Statements of Business Enterprises 
Statements of the Accounting Principles Board No.4 以下、APB ステートメント No.4)を












産物が現金または他の有効な資産に転化されることによって実現される（Paton, W. A. and 
A. C. Littleton, 1940, 訳書 79 頁）とされる。その測定にまで目をむけると、収益とは企業
が生産した生産物を、顧客から受け取った新しい資産の額で、測定したものである(Paton, 
W. A. and A. C. Littleton, 1940, 訳書 79 頁)。ここでは営業の全過程という時間変化の中
で、生産物の稼得の過程があり、それが現金という資産に転嫁することで収益の実現が定義
されている。その「実現」の具体的要件として与えられたのは、次の 2 点であり、稼得プロ
セスと実現プロセスの完了条件が提示されている（Paton, W. A. and A. C. Littleton, 1940, 













営業活動度との間に著しい不調和をきたすということになる（Paton, W. A. and A. C. 





のとされていたとしても、驚くにあたらない」（Paton, W. A. and A. C. Littleton, 1940, 訳
書 86 頁）としている。ここでの「進捗度」は「その計算期日までに発生した原価と、工事
が完成して顧客によって承認される際の総原価見積額との関係を意味している」（Paton, W. 














2  AAA における実現主義の拡張 
 
アメリカ会計学会の「1957 年版実現概念委員会報告書」（American Accounting 
Association, Committee on Concepts and Standards underlying Corporate Financial 
Statements, Accounting and Reporting Standards for Corporate Financial 





































Accounting Association,1964 Concepts and Standards Research Committee－The 
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Realization Concepts  以下、AAA1964)では、さらなる実現主義の変化があった。ここで
は、実現の問題を①収益取引、②保留利得と損失の 2 つの観点から議論がなされ、基本的に
は AAA1957 の立場を守りながら、会計においてなされなければならない以下の重要な 2 つ









件に類似した規準が提示されている(AAA, 1964, pp.314-316)。 
 
(1) 受取資産の性質 






















4  APB ステートメント No.4 の稼得・実現条件の「稼得」と「実現」 
 
前項までに 1964 年頃までの米国における実現概念の変遷についてみてきたが、次に実現






って、他の援助をまたずに決定される(AICPA, 1970, p.57 ; AICPA, 1970, 訳書 67 頁)。 
次に、収益とは、所有主持分を変動せしめるような型の企業の営利活動から発生し、一般に
認められた会計原則に準拠して認識・測定される資産の総増加高または負債の総減少高で
























を、稼得のプロセスと呼ぶことができるとされる(AICPA, 1970, p.58-59 ; AICPA, 1970,訳












p.59 ; AICPA, 1970, 訳書 69 頁）。収益は、稼得プロセスにおけるある特定の時で認識され、
通常は資産が売られる時と指摘されているが、稼得という言葉は収益を稼得するという企
業の活動の一連の長い期間の活動としてとらえられている。APB ステートメント No.4 で
は実現の考え方が広く捉えられており、稼得は収益実現の中の一つの条件として、「稼得の
完了」という収益認識の前提条件＝第一条件としての考え方が盛り込まれていると考える。 
APB ステートメント No.4 は、工事進行基準について典型的な「実現主義の例外」とす
る。「収益は、ときには実現主義以外の基準に基づいている認識される。例えば、長期建設
工事に関しては、収益は、工事の進行につれて認識されることもある」（AICPA, 1970, p.59 ; 






5 米国の概念フレームワーク第 5 号と概念フレームワーク第 6 号 
 
  FASB の概念フレームワーク第 5 号と概念フレームワーク第 6 号でも、稼得と実現に関
しては、その収益と利得の認識条件の中で以下のように述べられている。 
 
(1) 概念フレームワーク第 5 号 
 収益の認識時点については概念フレームワーク第 5 号の課題である。第 5号においては、
「実現または実現可能」と「稼得される」の 2つの要件は、収益と利得の認識の条件として











(FASB, 1984, 訳書 250 頁 )。この稼得についても、APB ステートメント No.4 で示された、
企業の営利活動の全体を稼得のプロセスとして、その対価としての便益を受け取ることに
ふさわしい義務の完了条件、つまり第一条件と同様の条件が示されていると考える。この点
については、APB ステートメント No.4 と概念フレームワーク第 5 号における「実現」と
「稼得」については関連性があること、また概念フレームワーク第 5 号の収益についての
考え方が、APB ステートメント No.4 をベースにしていることに関して、次の指摘がなされ
ている（ FASB, 1984, 訳書 249 頁）。 






































第 2 節 IAS 第 18 号の収益認識 
 
1 IAS 第 18 号の収益認識について  
  
 IAS 第 18 号は、1982 年公表の IAS 第 18 号「収益認識」(International Accounting  
Standard18, Revenue)を、1993 年 12 月に当時の IASC が新たに置き換えたものであり、 
その後、限定的な修正が行われたが、大きな変更はなされていない。IAS 第 18 号と IASB 
概念フレームワークが 2000 年に成立しており、年代的な関係からいえば、IAS 第 18 号は 
概念フレームワークの 20 年前には既に成立していることになる。 






きるときに認識される」（IASB, 2013b, p.A736；IASB, 2013b, 訳書 A658 頁）。IAS 第 18
号そのものは、この基準が満たされ、それによって収益が認識される状況を明らかにするも
のであるとしている。IAS 第 18 号における物品の販売における収益認識は、次の 5 条件が








   ること 
上記の収益認識の条件が示された後に、重要なリスク及び経済価値についての下記の条














IAS 第 18 号の冒頭にある「目的」では、収益を会計期間中の資産の流入若しくは増価又














収益認識は、IAS 第 18 号における収益認識と重要な相違はないという結論が日本公認会計
士協会編(2011)で示されている。実現主義そのものは「商製品の引渡しやサービスの提供に
より換金性の高い資源を獲得した時、収益が実現したとみなして、その時に収益を認識する





のと今日では解されている」(安藤, 2007, 640 頁)とされる。その実現主義においての、「実








の 2 要素の構成としてとらえ、それを IAS 第 18 号の収益認識条件（物品販売）と比較すれ
ば下記の図表３-1 に示す対応関係となる。 
IAS 第 18 号の収益認識条件の第一条件と第二条件は、わが国の企業会計原則の実現主義
における「財貨の移転又は役務の提供の完了」に対応し、また第三条件と第四条件は「対価
の成立」の条件に対応するために、IAS 第 18 号の収益認識条件とわが国の企業会計原則の
実現主義の間には、重要な相違がないとの結論が導かれることになるのである。 
 
図表 3-1 IAS 第 18 号とわが国の「企業会計原則」の実現主義との対応関係 
























(出所：IAS 第 18 号の収益認識条件とわが国の企業会計原則の「実現主義」から筆者作成) 
 
 
第 3 節 米国の実現主義と IAS 第 18 号との比較 
 
IAS 第 18 号では、収益認識の時点を重視しており、商品の引渡、販売の完了面の重視の
観点から「リスク・経済価値」移転重視の姿勢を示している。本節では IAS 第 18 号の収益
認識方法と FASB の概念フレームワーク第 5 号を比較・検討することで、IAS 第 18 号にお
ける「実現主義」の考え方の存在を明らかにする。この検討のために筆者が参考にしたのは、
スティックニー他(2009)の『財務会計入門：概念、方法、そして活用』（Financial 
Accounting: An Introduction to Concepts, Methods, and Uses.以下、『スティックニー財
務会計入門』）いう文献である。この中で、IAS 第 18 号（物品の販売 5））の収益認識の
条件で示される 4 つの条件と USA GAAP(Generally Accepted Accounting Principles)
の比較が行われている。 
この検討の結果を先に述べれば、「IFRS(IAS 第 18 号)については、物品の売買について 
の（収益認識の）第一条件及び第二条件は、売却する側の果たすべき義務を定めた、
U.S.GAAP の稼得条件（earned condition）とは実質的に同じ内容を含む(analogous6))と類 
推したものであり、また、第三条件及び第四条件は、売却する側が取得する信頼のおける測 
定可能な、またそれが将来の利得となる資産の取得を規定した、U.S.GAAP の実現した、あ 
るいは実現可能な条件(realized or realizable condition）と実質的に同じ内容を含んでいる 
」（Clyde P. Stickney, Roman L. Weil, Katherine Schipper, and Jennifer Francis, 2009, 








図表 3- 2  IAS 第 18 号と概念フレームワーク第 5 号との比較 





























(出所：概念フレームワーク第 5 号と IAS 第 18 号を要約して筆者作成) 
 
IAS 第 18 号を中心に、物品の販売に焦点を置き、わが国の実現主義及び米国の概念フレ
ームワークでの収益認識の考え方との比較を重ねてきたが、検討の結果は、IAS 第 18 号の
収益認識の考え方、わが国の企業会計原則、さらに FASB 概念フレームワークの３者間に
は伝統的な稼得・実現概念という共通項が存在し、その収益認識のベースとなっているとい
















条件」と「実現条件」の復活の兆しがみられた。そして APB ステートメント No.4 で「稼
得」と「実現」の考え方の集約が図られたと考える。 







第 2 節では IAS 第 18 号における物品の販売に関する収益認識が、物品の所有に伴う重
要なリスク及び経済価値が買手に移転したこと、売主が物品に対して実質的な「支配」を保
持していないことを以ってなされることを述べた。日本公認会計士協会編(2011)では、わが














1) 2009 年に日本公認会計士協会が公表した「我が国の収益認識に関する研究報告（中間 
報告）－IAS 第 18 号「収益」に照らした考察－」をベースに、その後日本公認会計士





3) 米国の近代会計形成期（1910 年代後半から 1920 年代前半）にかけて、便法として- - 
---未完成の長期請負工事から期待される利益のうち当期に比例配分された部分を当期 
の実現利益として処理することを認める」見解を表明していた(高寺,1974,421 -422 頁) 
として、発生した原価に比例して利益のある部分を見積計上する工事進行基準の妥当性 
が認められているとされる。 
4) 米国においては、この実現主義は公式的には 1970 年にアメリカ公認会計士協会の
APB ステートメント No.4 によって次のように集約された。収益は一般的に以下の両方
の条件がみたされた時に認識されるとある。(1)稼得過程が完了、あるいは実質的に完了
すること(2)交換が行われること(Ernst & Young,2001,p.175)であるとされる。 
5) IAS 第 18 号では物品の販売からの収益と、サービスの販売からの収益を区別してい 
 るので、本論では「物品の販売」に焦点をおくことにする。 




第 4 章 収益認識基準としての「リスク・経済価値アプロー
チ」と「支配アプローチ」 
 
第 3 章では、物品の売買に関して、IAS 第 18 号の「重要なリスク・経済価値に着目した
収益認識方法」、わが国の企業会計基準の収益認識方法について述べ、さらには概念フレー
ムワーク第 5 号においては、実現という慎重で、保守的な考え方が共通して存在し、収益認
識方法のベースになっていることを述べた。本章では先ず IAS 第 18 号における重要なリス





は、リスク・経済価値アプローチと財務構成要素アプローチ 2)の 2 つのアプローチによる金
融資産の消滅の認識についての考え方が示されている（企業会計基準, 2008, 19 頁）。リス
ク・経済価値アプローチそのものは、「金融資産の譲渡に係る消滅の認識に関する考え方の
一つである。---金融資産のリスクと経済価値のほとんど全てが他に移転した場合に当該金











 IASB は 2010 年 6 月に「公開草案：顧客との契約から生じる収益 ( IASB, Exposure Draft 
Revenue from Contracts with Customers, June 2010)」（以下、2010 年公開草案）を公表
している。この 2010 年公開草案は IASB と米国の FASB の共同プロジェクトが 2008 年
69 
 
12 月に公表した「顧客の契約における収益認識についての予備的見解(IASB, Discussion 
Paper Preliminary Views on Revenue Recognition in Contracts with Customers, 
2008.12) 」（以下、2008 予備的見解）を基礎として取りまとめられている。 
2008 年予備的見解および 2010 年公開草案において提案されているのは、財やサービス
を顧客に移転する時に企業が受け取る対価により、収益を認識すべきであるということで
ある。財やサービスの移転は、顧客がそれに対する支配を獲得した時に生じるとしているこ
とから、この考え方は「支配モデル」（以下、支配モデル））と呼ばれる（濱本, 2011, 4 頁）。 
そこで本章では、この支配モデルと収益認識基準としての IAS 第 18 号における、リス
ク・経済価値アプローチを比較し考察する。 
本論文の序章で述べた通り、2002 年に FASB と IASB の収益認識に関する共同プロジェ
クトが着手された当時の背景には収益計上をめぐる不正問題、会計不祥事の問題があり、こ
れに対して「会計上の収益の認識ルールをより一層厳格化しようという機運が高まってい





本章では、IAS 第 18 号におけるリスク・経済価値アプローチによる考え方を把握するた
めに、英国の財務報告基準(Accounting Standards Board April 1994：FRS5 “Reporting The 
Substance of Transactions ”)（以下、FRS5）における収益認識とリスクの概念を整理して
検討を行う。 
一方、支配モデルを提案した共同プロジェクトにおける考え方の検討は、2008 年予備的
見解と 2010 年公開草案に加えて「IASB STAFF PAPER 5A September 2009 :Revenue 
Recognition Control」 (以下、2009 年 IASB スタッフ・ペーパー）もその検討対象に加え
る。 







第１節 IAS 第 18 号と FRS5 の「リスク・経済価値アプローチ」 
 
まず、本章の前提条件として、IAS 第 18 号で示されていた物品の販売のケースを想定
して論を進めることにする。IAS 第 18 号は、その収益認識の条件として「物品の所有に伴
う重要なリスク及び経済価値を企業が買手に移転したこと」と「販売された物品に対して、
所有と通常結びつけられる程度の継続的な管理上の関与も実質的な支配も企業が保持して





and Rewards Approach)」(宮田, 2004, 1 頁)があり、また FRS5 が「すべての重要なリスク
と経済価値(all significant benefits and risks)が移転することを資産の認識中止の基本要件




1  IAS 第 18 号における収益認識の条件 
   
  IAS 第 18 号の物品の販売における、収益認識であるリスク・経済価値アプローチの考え
方は次の通りである。まず、IAS 第 18 号において収益は、既に第 3 章で言及した下記の 5












業が買手に移転」と「実質的な支配も企業が保持してないこと」の 2 点である。 
まず「支配」について、「所有と通常結びつけられる程度の継続的な管理上の関与も実質
的な「支配」も企業が保持してないこと」としている。2010 年公開草案における収益認識
















な履行に対する義務を留保している場合」があげられている ( IASB, 2013b, p.A739 ; 
IASB,2013b, 訳書 A661 頁)。もちろん、企業がリスクのうち重要でないものだけを留保し
ている場合は、その取引は販売とされ、収益が認識される。 









2 FRS5 の資産とリスクの関係 
 
  FRS5 の目的は、取引の実態をどのようにして決定するかを明らかにすることである。
その中で、次のように企業内での資産と負債の定義、その発生、増減について規定してい
る。資産は、広い意味では企業によって支配される将来の経済的な利益に対する権利






































(ASB, 1994, p.27)。 
支配（control）とは、支配することで企業が他者のためでなく、自分にとっての利益を 



























考え方と比較しても FRS5 の支配の意味するものは狭いものであると考える。 
 
第 2 節 IASB と FASB の共同プロジェクトにおける「支配アプロ 
－チ」（2010 年公開草案まで） 
 
1 2009 年 IASB スタッフ・ペーパー 
 
収益認識に関する動向については序章で言及したように、2002 年より IASB と FASB で 
の共同プロジェクトが開始され、その後、順次そのプロジェクトの検討結果が公表されてい
た。本節では、IASB が 2008 年に公表した、2008 年予備的見解と 2010 年に公表した 2010







































































時に、その財を支配するとされる。（IASB, 2008, 訳書 43 頁） 
 次に履行義務と支配の関係は、次の様に定義されている。契約履行義務が充足されるのは、
資産が顧客に移転するときである。そしてその資産が顧客に移転するのは、顧客が資産の支








3 2010 年公開草案 
 
提案された収益認識の概要は以下の通りである。先ず、この 2010 年公開草案が提案して









いて、本章では以下の 2 点に注目した。 
 
(1) 両審議会が資産そのものの定義と、その認識と解消の決定に支配の概念を用いてい 
る(IASB, 2010b,ｐ.24 ; IASB, 2010b, 訳書, 22 頁)。 
(2) リスク・経済価値アプローチよりも「支配(control)」で財（またはサービス）の移転 
で評価する方が、より会計処理に整合的、曖昧さがなくなる(IASB,2010b, pp.24- 

















たはサービス）から経済的便益を得る能力としている。（IASB, 2010b,p.25 ; IASB, 2010b,




p.25 ; IASB, 2010b, 訳書 23 頁）。 
 











































図表 4-1  FRS5 と収益認識に係る共同プロジェクトの比較 
















































































程度の差でしかない。筆者は、支配モデルと IAS 第 18 号のリスク・経済価値アプローチの
間には、本質的な相違があるとは考えない。 
 
第 4 節 小括 
 
本章では、IAS第 18号における収益認識におけるリスク・経済価値アプローチの内容を、













図表 4-2 支配概念の比較 
〈支配モデルにおける支配〉      























配モデル」はあくまで、純粋に「IAS 第 18 号の重要なリスク・経済価値」の「重要な」の
曖昧さの克服案なのであると考えるべきであって、リスク・経済価値アプローチのメカニズ
ムそのものに対する批判と、その克服案ではないと考えた。 



























1)  本論文第 3 章で述べた通り、IAS 第 18 号における収益認識の第一条件は、「物品の所
有に伴う重要なリスク及び経済価値を企業が買手に移転したこと」(IASB, 2013b,A739 ; 






ことにより資産の移転を評価することを企業に求めている」（IASB,2010b, p.24 ; IASB, 
2010b, 訳書 22 頁）。また、同じく BC60 の(b)、(c) にて「リスク・経済価値アプローチ」
という言葉を用いて、「リスク及び経済価値を企業が買手に移転したこと」を表現してい
る。そこで、本論文では IAS 第 18 号における収益認識の方法を「リスク・経済価値アプ
ローチ」と表現する。 










第 5 章 わが国及び海外における工事進行基準 
 
前章では、IAS 第 18 号のリスク・経済価値アプローチにおける支配概念と、FASB と
IASB の収益認識に係る共同プロジェクトの 2008 年予備的見解及び 2010 年公開草案で提
案された「支配モデル」における「リスク」と「支配の移転」に焦点を絞り、両者を比較・




Accounting Association,以下、AAA)及び EFRAG(欧州財務報告諮問グループ:European 









2007 年 12 月に企業会計基準委員会から公表された、企業会計基準第 15 号「工事契約 
に関する会計基準」（以下、わが国の工事会計基準）での収益認識は、「工事の進行途上にお
いても、その進捗部分について成果の確実性が認められる場合には、工事進行基準を適用し、


















ができるとされる(企業会計基準委員会, 2007, 9 頁) 
 
2 IASB の工事契約の会計基準－IAS 第 11 号 
 




ならない」 (IASB, 2013b, p.A642 ; IASB, 2013b, 訳書 A574 頁)と規定される。期末現在
の進捗度に応じた収益認識の方法を規定しており、この様な工事契約の進行状況に応じた
収益（及び費用）の認識方法は、工事進行基準と呼ばれることが多いとされる(IASB, 
p.A643 ; IASB, 2013b, 訳書 A574 頁)。更にその進捗度はさまざまな方法で決定されるが、








 IAS 第 11 号はその「目的」の中で「本基準は工事契約に係る収益及び作成及び表示に関
するフレームワーク」に示されている認識要件を用いている（ただし、2010 年に「財務報




訳書 A570 頁)として 2010 年 IASB 概念フレームワークに準拠していることを明らかにし
ている。そこで、IAS 第 11 号における収益認識の考え方と、2010 年 IASB 概念フレームワ
ークの関連性を次に検討することにする。 
先ず、2010 年 IASB 概念フレームワークおける収益の定義に関しては、「収益は、企業の
通常の活動の過程において発生し、売上、報酬、利息、配当、ロイヤリティー及び賃貸料を
含むさまざまな名称で呼ばれている」(IASB,2013b,p.A39 ; IASB,2013b, 訳書 A37 頁)。さ
らに収益の認識に関しては「収益とは、資産の増加又は負債の減少に関連する将来の経済的






上記の通り、2011 年 IASB 概念フレームワークの収益には、(1)の収益が通常の活動にお
ける「稼得」に着目している点からは、収益稼得活動からのアウトプットとしての収益と、
(2)の資産と負債の減少に関連する将来の経済的便益としての収益という、2 つの考え方が
含まれている。IAS 第 11 号の工事進行基準はそのフローとストックの考え方をベースに、
収益の認識時点において、期末現在の進捗率の考え方を取り入れたものであると考える。 

















米国会計基準では、特定の業種や契約の型ごとに FASB の会計基準コード化体系 
(Accounting Standards Codification)が設定されており、建設型および製造型契約の会計基
準は Subtopic No. 605-35 において規定されている。 
収益認識に関しては Subtopic No.605-35-25 の「認識」で工事進行基準(Computation of 
Income Earned for a Period Under the Percentage-of-Completion Method)(FASB, 2010a, 
p.178) と工事完成基準(Completed-Contract Method) (FASB, 2010a, p.187)が規定されて
いる。この FASB の会計基準コード化体系は、2009 年 9 月 15 日以降の会計年度の財務諸




































































1  姚 (2010)「工事契約の収益認識に関する検討」 
 





























す工事契約について工事進行基準は維持されるべき」(姚, 2010, 293 頁)と結論づけており、
計上される収益数値の有用性の観点から工事進行基準を肯定的にとらえている。 
 
































 収益認識に係る共同プロジェクトの 2008 年予備的見解と 2010 年公開草案及び 2011 年
再公開草案に対する濱本(2013)の見解は以下の通りである。 
 
























③ 2011 年再公開草案 





















第 3 節 海外の工事進行基準の先行研究   
 
1 EFRAG の共同プロジェクトに対する見解 
 
EFRAG は 2004 年に設立された民間団体（private sector）であり、IASB と FASB の収
益認識に係る共同プロジェクトの 2008 年予備的見解に先立って、2007 年に「欧州の先行




資料「収益認識－欧州の貢献」(Discussion Paper 3 July 2007, Revenue recognition －A 
European Contribution;以下、PAA in E 討議資料)を公表している。本節では PAA in E 討
議資料の公表後に EFRAG が提示した、IASB と FASB の収益認識に係る共同プロジェク
トに対する 2 つのコメント・レターの中で示された「工事進行基準」の考え方を検討する。 
 
(1)  EFRAG(2009)コメント・レター 
 
 このコメント・レターでは 共同プロジェクトの 2008 年予備的見解への EFRAG の見解
が示されている。 
① 収益認識に係る 2008 年予備的見解に対する考え方  








識時点に大きな変更をもたらしかねないものになった」(EFRAG , 2009, p.2)として、
EFRAG はその問題点を指摘している。 
 
② EFRAG の選好するモデル 
 2008 年予備的見解に対して EFRAG はこのコメント・レターの中で、EFRAG の選好す 
るモデルを提案している。EFRAG の提案するモデルでの特徴(EFRAG, 2009, pp.31-33)は、 
次の通りである。 
第 1 点：IASB の討議資料で提案されたモデルと比較した場合、EFRAG のモデルでは、
履行義務の充足は、収益認識の引き金を引くことになるような特定の事象では
ない。 





第 3 点：EFRAG のモデルでは、異なるポイントで顧客にいくつかの資産が移転される契
約、個別に売却される契約が提案されている。 
  


















① EFRAG の共同プロジェクト 2010 年公開草案に対する基本的な考え方 
EFRAG はこのコメント・レターの中で、財務会計で基準設定をする場合の「情報の有用 
性」を強調している。この観点からは 2010 年公開草案における「支配モデル」は有用性を
満たす理由が説明されていない(EFRAG, 2010, p.１) との立場をとっている。 
従って、EFRAG は「収益が継続した履行に従った、確固とした測定であるなら、財務諸表







② EFRAG の提案している代替モデル(EFRAG, 2010, p.25) 
 2010 年公開草案に対する基本的なコメントの通り、EFRAG はその提案した「代替モデ













利(irrevocable right subject to continued performance)、特に対価と報酬に対する権利の確
立が提案されていることが特徴的である。また、土地開発のデベロッパー、顧客の仕様、設
計による製品の生産者、海上輸送業者の例を挙げ、いずれも収益は報酬、対価への変更不可
能な権利が得られるに従って認識する、工事進行基準（percentage of completion basis)で
の収益認識が提示されている(EFRAG, 2010, p.29)。 






   
アメリカ会計学会(American Accounting Association, 以下 AAA)は 1916 年に創設され
た会計学者の最大規模の共同体(the largest community of accountants in academia)であ






(1)  AAA (2010)コメント・レターの主張 
 
このＡＡＡのコメント・レターは、共同プロジェクトの 2008 年予備的見解で示された質







ポジション(the net contract position3)  )の測定は保守的すぎるとの考えを示し、この正味
契約ポジションに契約で顧客が規定した要求事項の「完成の度合い」をベースにした測定を
導入させる修正(modification)を許容すべきであるとのコメントを提示している。正味契約


















(2)  AAA (2011) コメント・レターでの提案  
 
  この AAA(2011)コメント・レターでは、AAA(2010)の段階においては提案されていなか
った収益認識に対する推奨案が、具体的に提案されている。それは、工事完成基準と比較す
る形で提案されているプロフィット・マージン法(profit margin method)である。AAA は契
約に存在する不確実性(Uncertainty)を解決することを目的としており、その解決策の核と














































図表 5-1 プロフィット・マージン法の図解                     
 第 1 年   第 2 年   第 3 年   第 4 年      合計 
請求（Billing）  
支出 (Expenditure) 
収支( Cash profit) 
累計収支 
100       130       160        155              545 
(120)      (110)     (100 )      (145 )           ( 475 ) 
(20)        20        60         10            





   70 
  70 










 100       130      160        155             545 
 (100)     (130)     (121)       (124)           (475) 
  0 a        0 b       39 c          31           70 
0         0        39           70            70 
               
注ａ：損失のケースは除いている。 
注 b：認識されたプロフィット・マージンは累計の収支を越えない。 
注 c：推定プロフィット・マージン率 10%を用いた累計のプロフィット・マージンは 0.1x 
(100 + 130 + 160) =39 
上記で計算された 39は第 3年までの累計の収支である 60を下回るので条件は満たされる。 









  AAA(2011)で与えられたと同じ条件のもとで、原価比例法による工事進行基準での収益 
認識のスケジュールを下記に示し、プロフィット・マージン法との違いを示しておく。 
この契約の工事収益総額は 545、工事原価総額が 475 でプロフィット・マージン法と同様
に設定し、また工事の全期間で変化なく第 1 年目より一定と仮定する。 
第 1 年目の進捗率は 120÷475=0.25 であり、認識される収益は 136。 
第 2 年目の累計進捗率は (120+110)÷475=0.48 であり、この年度までの累計収益は 545 x 
0.48=261、第 2 年度に認識される収益は、262－136=126。 
第 3 年目の進捗率は（120 + 110 + 100）÷475=0.69 であり、この年までの累計収益は 545 





 第 1 年   第 2 年   第 3 年    第 4 年   合計 













3 DRSC の共同プロジェクトに対するコメント・レター 
 
PAA in E 討議資料を EFRAG と共に取りまとめたのはドイツ会計基準委員会(Deuches 
Rechnungslegungs Standards Committee e.V. 以下 DRSC)であり、DRSC は IASB と
FASB の収益認識に係る共同プロジェクトの 2008 年予備的見解に対するコメント・レター
（2009 年 6 月 24 日付）でその立場を明確にしている。 
つまり、ディスカッションペーパーにおける単一の収益認識アプローチとは、契約履行義
務の充足時に収益を認識すべきとされるが、DRSCは単一の収益認識アプローチとしては、











   
本節では、IASB と FASB の収益認識の共同プロジェクトに対する AAA と EFRAG 及び 
DRSC のコメント・レターの中の示された見解、提案された代替案、推奨案を中心に検討 
してきた。いずれもが継続して進行中の企業の活動に焦点をおいて収益認識する「工事時 










第 4 節 小括 
 
第 1 節では、現状の工事契約における収益認識方法を確認するために、わが国の工事会
計基準である企業会計基準第 15 号「工事契約に関する会計基準」、IASB の工事契約の会計
基準である IAS 第 11 号及び米国の会計基準化体系 Subtopic No.605-35 を対象にして検討
を行った。工事契約における収益認識については、わが国の工事会計基準と IAS 第 11 号で
は工事進行基準の適用を中心に収益認識することが明確に示されている。工事進行基準を
適用する条件は、ともに成果の信頼性、信頼できる進捗などの信頼性が担保されることにあ











第 3 節では海外の先行研究に目を向け、IASB と FASB の収益認識についての共同プロ

















































進行基準の研究では、東海 ( 2 0 0 4 )、東海 ( 2 0 0 8 )及び東海 ( 2 0 0 9 )がある。 
 












第 6 章 単一の収益認識方法としての工事進行基準の 
    可能性 
 
 



















第 1 節 PAA in E 討議資料における工事進行基準 
 
  筆者は、濱本(2013)が指摘した問題点に対しての解決のヒントが、PAA in E 討議資料の
中で提示されていると考える。この EFRAG の PAA in E 討議資料に提示されたアプローチ
に関して、IAS 第 18 号における収益認識方法は、その大部分は PAA in E 討議資料の決定
的事象アプローチ(critical event approaches)に基づいており、一方 IAS 第 11 号における




approaches)の一形態である(草野, 2008, 50 頁）とする見解がある。特に継続的アプローチ
は「企業の契約進捗度に応じて収益を認識」する方法であり、IAS 第 11 号における工事進
行基準で用いられている原価測定アプローチ(cost measurement approach)と、類似してい
る (EFRAG, 2007, p.51)とされる。 
 PAA in E 討議資料では、大きく決定的事象アプローチと継続的アプローチという 2 つの
収益認識時点を決定するアプローチが存在する。更にその決定的事象アプローチをアプロ
ーチ A から C の 3 つのアプローチに区分し、合計 4 つのアプローチが収益認識の方法とし
て提示されている。提案された継続的アプローチと決定的事象アプローチの両収益認識モ
















1  PAA in E 討議資料の決定的事象アプローチ 
 
決定的事象アプローチは、PAA in E 討議資料ではアプローチ A として提示されている方
法であり、「収益は企業が完全にすべての履行義務を充足したときに認識される」(EFRAG,  










ることが保証されることである( AAA , 1957, p.3 )とされている。 
ここで「決定的」(critical )という言葉が用いられているが、本論文第 2 章で述べた様に
その後、アメリカ会計学会の「概念・基準研究委員会－実現概念」（American Accounting 




のとして導入されていた(伊藤, 2012, 207 頁)。つまり実現を営業活動における最も困難な
事象が確定的かつ客観的となった時点を実現したとみなす(伊藤, 2012, 207 頁)、いわゆる
「実現概念の拡張」という考え方の中で導入されているのである。 
 




場合には、契約の進捗度を測る尺度が必要になる。その尺度には図表 6-1 に示した 4 つの
尺度が示されている。「進捗度の決定には様々な尺度が採用されうるが、このアプローチに
おいては、特に履行義務の遂行に焦点を当てることはない。契約の進行と、供給者が契約を



































































PAA in E 討議資料では部分契約に関する収益認識の方法については アプローチ B とア
プローチ C の 2 つの方法が示されている。アプローチ B は「部分契約の下で、すべての
履行義務を遂行したときに収益に認識する（部分契約は契約で規定される。）」方法であ
り、アプローチ C は「部分契約の下で、事実上履行義務を遂行した時に収益を認識する
（部分契約は経済的尺度で規定される）方法」である(草野, 2008, 50 頁)。 











きると考える。この点を起点にして考えれば、IAS 第 18 号の財やサービスの移転（引渡し）














第 2節 IASBと FASB の共同プロジェクトにおける 2011 年再公開 
草案 
 














に、収益を認識すべきだ」（IASB, 2011a, p.7 ; IASB, 2011a, 訳書 8 頁）というものであり、
測定すべき収益金額に、見込んでいる対価を反映すべきというものである。 
また適用すべきステップは以下の 5 段階に設定されているが、2010 年公開草案で既に示
































  2011 年再公開草案でも、「収益は財又はサービスが顧客に移転された時（又は移転され




うべきだと決定した」(IASB, 2011b, p.38 ; IASB, 2011b, 訳書 32 頁)としており、2010 年
公開草案に引き続き、支配の獲得をベースに収益認識をすることを維持している。 
 「支配」そのものに関しても、2011 年再公開草案は「顧客が当該資産の使用を指図して
当該資産から残存する便益のほとんどすべてを得る現在の能力」（IASB, 2011b, p.39 ; IASB, 




















図表 6-2 履行充足の要件確認のパターン 
企業による履行が、以下の i または ii のいずれかの要件を満たすか 
i 企業の履行に従って、顧客の資産が創出されるか、顧客の資産の機能が向上する 







i または ii の要件が満たされれば、「一定期間に充足される履行義務」となり、このいずれの要
件も満たされなければ、「一定時点で充足される履行義務」となる。 
(出所：IASB,2011a,p. 26 ; IASB,2011a,訳書 24 頁を基に筆者作成) 
 























 前項で述べたように 2011 年再公開草案では、財とサービスには支配概念を収益認識の条
件として同じように適用すべきであるとの姿勢は維持しているものの、履行義務が充足さ
れる実質的なタイミングに焦点を当てることへの変化が生じている。この変化は、図表 6-3
に示す 2011年再公開草案における「支配獲得の指標」(IASB, 2011a, pp.28-29 ; IASB, 2011a, 








が資産について支払いを受ける権利を有している(IASB,2011a,p.28 ; IASB,  

































(IASB,2011a,p28 ; IASB,2011a, 訳書 25 頁)。      











いる」(IASB,2011a,p.29; IASB,2011a,訳書 25 頁)が支配獲得の指標として追加されている。








































































































































































































第 4 節 小括 
 
 本章では先ず、先行研究で濱本(2013)が指摘した収益認識に関する IASB と FASB の共
同プロジェクトの問題点を工事進行基準が解消できるということを中心に論を展開した。 





























結      論 
 






では、IAS 第 18 号に代表されるリスク・経済価値アプローチやわが国の企業会計原則の
実現主義が適用されているのに対し、他方、工事契約では IAS 第 11 号、わが国の工事会
計基準に見られる工事進行基準の適用を中心とした収益認識方法が適用されている。2 つ
の基準が並存している状況にある。 








じる点にある。第 3 点は、筆者が現時点において EPC 契約案件の実務に従事しており、
「実務者」の視点から、会計上の収益認識である工事進行基準を論じる点にある。このた




























検討の対象としたのは、FASB1976 討議資料、FASB の概念フレームワーク第 5 号、同じ
く第 6 号、IASB の概念フレームワーク及びわが国の概念フレームワークである。収益認
識の時点問題に焦点を置き、そこで伝統的な「実現概念」あるいは「リクスからの解放概
念」等を取り上げ、それぞれの収益認識について検討した。特に IASB と FASB の概念フ
レームワーク改訂に係る共同プロジェクトの成果である、2010 年概念フレームワークと
FASB 概念フレームワーク第 8 号では、財務報告の持つべき基礎的な質的性質の変化、つ
まり「信頼性」が「忠実な表現」に置き換えられていることに注目した。また検討範囲を
概念フレームワークの目的、財務報告の構成要素まで広げている。 
第 3 章では、IAS 第 18 号における物品販売についての収益認識を中心にして、物品販
売には、実現主義という収益認識に慎重な、保守的な考え方が適用されていることを論じ
た。IAS 第 18 号には実現主義が存在し、収益認識方法のベースになっている。米国にお
ける実現主義の変遷では、実現主義は伝統的な稼得と実現のプロセスの考え方からスター








があるため、IAS 第 18 号とわが国の収益認識方法の間には、大きな相違はないとする先
行研究が存在する。また、IAS 第 18 号の収益認識条件は、米国の概念フレームワーク
第 5 号とも同じ内容を含意している。IAS 第 18 号の収益認識は、企業の収益「稼得」
過程で、何らかの特定の移転のプロセスが完了した時点、つまり、物品の引渡で収益を認
識することになる。 
第 4 章では、IAS 第 18 号の収益認識の内容を、英国会計基準 FRS5 におけるリスクに









差でしかない。筆者は IAS 第 18 号の収益認識と支配アプローチの間に本質的な相違があ
るとは考ないことをこの章の結論とした。 
第 5 章では、工事契約あるいは工事進行基準に関する、わが国及び海外における会計基
準の状況を確認したのち、IASB と FASB の収益認識に係る共同プロジェクトに対する、

















第 6 章では、単一の収益認識基準としての工事進行基準の可能性を論述した。第 5 章で
取り上げた先行研究のうち、特に濱本(2013)が共同プロジェクトの収益認識に対して指摘
した問題点に対して、工事進行基準はその指摘された問題点を克服できることを論じた。












第 2 節  本論文の結論 
 



























ける研究の 3 点の主題に沿って、以下に述べる。 
第 1 の理由の主要な点は、工事進行基準の可能性として本論文第 5 章と第 6 章におい
て、IASB と FASB の収益認識に係る共同プロジェクトの推移を背景に論述している。 
























































































1 リスクマネジメントにおけるリスク  
 
  ISO/IEC Guide 73(以下、Guide 73:2002)によってリスクの概念は変化した (三菱総合





究所, 2010, 20 頁)としている。 
























とができる不確実性のことは、これも「リスク」と呼んでいる（米山, 2012, 5 頁）。 
次にリスクには純粋危険(pure risk)と投機的危険（speculative risk）の 2 つの危険が存
在する（武田, 2012, 65 頁）としている。「純粋危険とは危険が現実化した場合に損失のみ
が発生する危険のことです。たとえば自動車事故、火災，地震等々が発生した場合には、一
般的には損失のみが発生します。これに対して投機的危険とは、利益または損失が発生する


















































補論 2 IFRS 第 15 号について 
 
序論において述べたように IASB と FASB の収益認識に係る共同プロジェクトは、2014
年 5 月に IFRS 第 15 号と FASB のトピック 606 を、一連の活動の成果として公表してい
る。本論文で商品取引に係る会計基準として検討の対象とした IAS 第 18 号及び工事契約に
係る会計基準である IAS 第 11 号は、この IFRS 第 15 号に置き換えられることになる（2017
年 1 月 1 日以後に開始する年度より適用）。 






補論 2 として、本論文で検討してきた 2011 年公開草案のポイントが、最終的に IFRS 第
15 号にどのように反映されたのか検討する。 
 
1  5 つのステップ 
 
 IFRS 第 15 号では「企業が収益の認識を、約束した財またはサービスの顧客への移転を
当該財またはサービスとの交換で権利を得ると見込んでいる対価を反映する金額で描写す
るように行わなければならない」(IASB, 2014, 訳書 13 頁)とし、そのために以下の 5 つの
ステップを適用することを定めている（IASB, 2014, 訳書 13 頁)。 
 
 (a) ステップ 1:顧客との契約を識別する 
 (b) ステップ 2:契約における履行義務を識別する 
(c) ステップ 3:取引価格を算定する 
 (d) ステップ４:取引価格を契約における履行義務に配分する 
 (e) ステップ 5:企業が履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する 
 

















































































次に第 38 項において、「一定時点で充足される履行義務」について「履行義務が第 35 項
から第 37 項に従って一定の期間にわたり充足されるものではない場合には、企業は当該履
行義務を一時点で充足する」（IASB, 2014, 訳書 25 頁）と規定している。「一定の期間にわ
たり充足される履行義務」の要件を満たさないものが「一定時点で充足される履行義務」に


































4  IFRS 第 15 号に対する筆者の私見 
 





IFRS 第 15 号の履行義務の該当要件を検討したが、「一定の期間にわたり充足される履行義
務」には工事契約とサービスの提供契約を想定、他方「一定時点で充足される履行義務」を
満たす契約には、物品の販売契約を想定している。IASB と FASB の収益認識に関する共同
プロジェクトが開発を目指した、単一の収益認識方法（収益認識の時点も含めて）は提示さ
れていない。現行の収益基準である IAS 第 18 号における物品の販売の基準と、IAS 第 11
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